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１．まえがき 

JH における軟弱地盤上の残留沈下対策
については、極力初期投資を押えることや、

概ね５年程度で収束する残留沈下に対して

は維持管理段階での補修で対応が可能であ

るとの判断から、地盤処理工は原則として

実施しないこととし、一般的には変形に対

する許容値は設けていない。 
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しかし、設計当初の予想を大きく越える

残留沈下によって、想定していなかった補

修を維持管理段階において余儀なくされて

いる地区も少なくない。 
現行の JH 設計要領では、軟弱層の地盤
タイプを層厚で区分しているが、最大排水

距離により地盤タイプの区分を行うことに

よって、沈下の収束に大きく影響する中間

砂層の存在や軟弱層の厚さを考慮した分類

が可能となり、供用後の沈下が問題となる

地盤を判別できる傾向を確認できたので報

告するものである。 
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２．残留沈下の実態 
（１）対象箇所および地盤タイプの分類 
表１に今回沈下データの分析を行った箇

所を示す。施工時から供用後10年以上にわたって継続的に沈
た、本報告で用いる地盤タイプは表２に示すとおり、軟弱層

層全層に対してサンドドレーン等を施工している箇所をいう

（２）最大排水距離と供用後の残留沈下量の関係 
 図１～３には供用１年後、５年後および10年後の３段階に
関係を示した。この図から最大排水距離が大きいほど、残留

時間経過が長くなるに従ってその傾向が顕著に表れている。

地盤の無処理地盤においては、供用後５年間で平均すると1
15cm/年の沈下が発生していることから、維持管理での補修
 一方、Ⅰ型地盤や対策有の地盤においては、Ⅲ型地盤の無

にあり、供用後10年間の残留沈下量は概ね40cm以下となっ
（３）全沈下量に対する供用後10年間の残留沈下量 
図４に盛土開始から供用10年後までの全沈下量に対する
キーワード 軟弱地盤，維持管理，残留沈下，最大排水距離
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表１ 沈下実態を整理した対象箇所 

表２ 地盤

軟弱層厚 最大排水距離 盛土高

（ｍ） （ｍ） （ｍ）

見沢 34 3～32 2～17 2.8～9.1 Ⅰa，Ⅱa，Ⅲb，Ⅲc 無処理，SD

7 11～28 3～10 3.5～7.2 Ⅰb，Ⅰc，Ⅲb，Ⅲc 無処理

2 7～24 4～6 8.3～10.6 Ⅱa，Ⅲb，Ⅲc 無処理，SCP

1 20 10 7.1 Ⅲc 無処理

原 12 30～34 6～8 2.4～8.8 Ⅲa，Ⅲb 無処理

4 20 8 8.7 Ⅲb 無処理

IC 4 27 6～8 7.3～8.8 Ⅲb 無処理

1 60 27 8 Ⅲb 無処理

寺 1 30 8 8 Ⅲc 無処理

地 2 24～31 12～16 8.5 Ⅲc 無処理

1 43 22 8 Ⅲc 無処理

1 40 13 7.7 Ⅲa 無処理

郷 1 16 8 14 Ⅲc SD

対策工（沈下対策）名 データ数 地盤タイプ

Ⅰb Ⅰc Ⅱa

＊排水層としては厚さ5

Ⅰ型 Ⅱ

５ｍ未満

下観測が実施さ

の最大排水距離に

。 

おける残留沈下

沈下量が大きくな

またこの図は残留

0～20cm/年、供用
頻度が多くなって

処理地盤と比較す

ている。 

、供用後10年間の残
 

 試験研究所 道路研究
 

タイプの分類 

Ⅱb Ⅱc Ⅲa Ⅲb Ⅲc

cm程度以上の連続した砂層を考えるものとした

型（泥炭型） Ⅲ型（泥炭質土も含む）

５ｍ未満 ５ｍ以上

れている箇所を対象とした。ま

より区分し、対策有とは軟弱

量について、最大排水距離との

る傾向が認められ、供用後の

沈下速度も表しており、Ⅲ型

後10年間で平均しても５～
いることが推測できる。 
ると残留沈下量は少ない傾向

留沈下量が占める割合を示す。 
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図１ 最大排水距離と供用後１年間の残留沈下量  図２ 最大排水距離と供用後５年間の残留沈下量 
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図３ 最大排水距離と供用後 10 年間の残留沈下量 
最大排水距離が大きい無処理地盤においては、Ⅰ

型地盤や対策有の地盤と比較すると、供用後10年経
過しても20％以上の高い割合を示し、沈下が収束す
る様子は見られない箇所もある。 
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 このことからもⅢ型地盤については、極力盛土の

放置期間を長く確保することや、試験盛土により地

盤処理工の有効性を確認するなど、供用後の残留沈

下に対する配慮が必要であると思われる。 
図４ 全沈下量に対する供用後 10 年間の残留沈下量 ３．まとめ 

 供用後の残留沈下が問題となっている地盤として

は、最大排水距離が５ｍ以上（排水層と排水層間の最大軟弱層厚が10ｍ以上）の深層型地盤（Ⅲ型）に多く

見られる傾向が確認できた。ただし、最大排水距離でⅢ型地盤に区分された地盤でも、供用後の残留沈下に

ついては、透水性など地盤の持つ特性や盛土の放置期間等、複合的な要因による不確定要素が多いため、必

要に応じて試験盛土によって沈下傾向や地盤処理工の有効性を確認することが望ましい。          
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